
   

別紙１  

 

企業版ふるさと納税制度の活用に係る効果検証について  

 

１  制度の概要  

  企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、国が認定した地方公共団

体の地方創生事業に対して、企業が寄附を行った場合に、寄附額の６割相

当額を法人関係税（法人事業税、法人住民税及び法人税）から税額控除す

る制度である。  

この制度を活用することで、寄附企業は、損金算入による軽減効果（寄

附額の約３割）と合わせて、最大で寄附額の約９割の法人関係税が軽減さ

れることとなる。  

また、寄附を受けた地方公共団体は、寄附を財源とした地方創生事業の

実施が可能となる。なお、本社が所在する地方公共団体への寄附や、１０

万円未満の寄附については制度の対象外となる。  

 

２  本市における企業版ふるさと納税に係る地域再生計画の認定  

企業版ふるさと納税の活用においては、地方創生事業を記載した地域再

生計画を策定し、国から認定を受ける必要がある。  

本市では、令和４年３月３１日に「白岡市地域医療を守るプロジェクト」

を掲げた地域再生計画について国の認定を受け、企業版ふるさと納税制度

の活用を開始した。  

また、より多くの分野の事業で幅広く寄附を受け入れることができるよ

う、地方版総合戦略を内包する第６次白岡市総合振興計画に位置付けられ

た事業を対象とする「白岡市まち・ひと・しごと創生推進計画」を策定し、

令和５年３月３１日に国の認定を受けた。  

さらに、令和６年度末をもって「白岡市地域医療を守るプロジェクト」

に係る地域再生計画の計画期間が終了したことから、その内容を「白岡市

まち・ひと・しごと創生推進計画」に反映し、令和７年３月３１日に変更

認定を受け、現在は同計画に基づき寄付を受け入れている。  

 

３  地域再生計画に掲げる事業の名称  

 

ア  「誰もが生き生きと健やかに暮らせるまち」をつくる事業  

イ  「自然とともに安全で安心して暮らせるまち」をつくる事業  

ウ  「次代を担う人と豊かな文化を育むまち」をつくる事業  

エ  「地域の産業が活発でにぎわいのあるまち」をつくる事業  

オ  「快適で誰もが住みやすいまち」をつくる事業  



カ  「多様な市民が主体的に活躍するまち」をつくる事業  

キ  「安定的で信頼される行財政運営」を目指す事業  

 

４  寄附の状況  

 

事

業  

関連する事業及び寄付額  寄附件数 寄附額  

事業概要  

ア  

介護予防事業拠点施設管理事業  １件  1,000,000 円  

介護保険制度の円滑な実施の観点から、介護予防事業拠点施設

を設置し、介護予防事業の充実を図るものです。  

ア  

医療法人社団哺育会白岡中央総合病院

機器等取得支援基金積立事業  

７件  39,000,000 円  

「医療法人社団哺育会白岡中央総合病院の機器等取得支援基金」

に積み立て、機器等の取得に対して補助するものです。  

エ  

駅周辺空き店舗出店支援事業  １件  300,000 円  

駅周辺商店の賑わいづくりを推進し、市民が安心して買物ができ

る環境を創出するために、駅周辺の空き店舗への出店を支援する

ものです。  

キ  

白岡市立学校適正規模・適正配置等計画

策定事業  

３件  300,000 円  

白岡市立学校の適正規模・適正配置等に関する計画の策定を目的

とするものです。  

キ  

庁舎火災復旧事業（企業版ふるさと納税

活用分）  

４９件  48,700,000 円  

令和７年５月白岡市役所火災に伴う復旧・復興関連事業に、企業

版ふるさと納税を活用するものです。  

 

５  寄附金充当事業に関連する地域再生計画のＫＰＩ（重要業績評価指標）

の進捗状況  

事

業  
ＫＰＩ  

現状値  

（計画開始時点） 

実績値  

（令和７年度） 

目標値  

（令和７年度） 

ア  健康寿命  
男性 18.36 年  

女性 21.07 年  

男性 18.31 年  

女性 21.04 年  

男性 19.13 年  

女性 21.57 年  

エ  市内企業数  ８９０社  ９５４社  ９１０社  

キ  財政力指数  0.78 0.746 0.81 



６  事業の評価等  

  令和７年度の実績は、寄附件数は６１件、寄附金額は８９，３００，０

００円であった。これらの寄附を活用し、複数の事業の実施に資すること

ができた。その結果、業績評価指標において一定の成果が見られた。  

 

７  今後の取組方向  

  効果検証の内容を踏まえて、企業版ふるさと納税の一層の利用促進を図

る。また、本市の地方創生の実現に向け、引き続き事業の推進を図る。  


